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■第7回景観･まちづくり特別委員会議事概要 

日   時   平成22年6月30日(水)14:00～16:30 

会   場   日事連会議室 

出 席 者  委員長･横須賀満夫､副委員長･福島賢哉､ 

委   員 髙橋敏彦､浅野正､川島啓道､平山正義､入口嘉憲 

欠 席 者  委員･中村清隆 

<配付資料> 

資料1:第2回･第3回景観形成･まちづくり推進協議会WG資料 

資料2:平成22年度担い手事業支援団体への専門家派遣の対

応について 

資料3:景観･まちづくり活動状況調査項目(案) 

議  事 

1.第2回(5/25)､第3回(6/10)景観形成･まちづくり推進協議会WG

報告 

福島副委員長及び浅野委員より､第2回及び第3回景観形成･ま

ちづくり推進協議会WGの議事､報告が資料1により以下のとお

りなされた｡ 

平成22年度すまい･まちづくり担い手事業｢建築･まちなみ部

門｣へは97団体の応募 があり､6月4日に景観･まちづくり推進

協議会が開催され､採択団体が決定されることとなった｡6月10

日開催の第3回WGでは､推進協議会での選定結果として64団体

が支援団体として仮選定された旨の報告があり､支援団体の要

請内容を検討した結果､16団体に専門家を派遣することに決定

した｡次回WGで5団体から推薦された専門家により支援団体へ

の派遣を決定する｡なお､支援団体の公表は6月21日(月)を予定

している｡ 

今年度の専門家派遣については地域に近い方を選定し､該当者

がいない場合は東京から派遣する｡また､専門家の年代層が高

くなっているため､若い専門家を養成したい｡ 

2.平成22年度担い手事業支援団体への専門家派遣の対応につい

て 

平成22年度支援団体への専門家派遣について､日事連としては

以下のとおり委員を推薦することとした｡ 

広瀬川まちづくり倶楽部 川島委員 

ORP(大町通り活性化協議会) 髙橋委員 

街･建築･文化再生集団  浅野委員 

浦賀歴史研究所               川島委員 

山梨県広告美術業協同組合      福島副委員長 

吉野山まちづくり協議会         入口委員 

唐津街道姪浜まちづくり協議会   川島委員 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ南からの潮流        平山委員 

越谷街づくり協調会               髙橋委員 

3.景観･まちづくり活動状況等調査項目について 

調査項目としては､前回委員会で4項目が決定しており､各委員

よりいただいた意見をもとに修正した調査項目(案)を検討し

た結果､以下のとおり再修正し単位会へ依頼することとした｡ 

項目1.貴会では景観整備機構の指定を受けていますか｡ 

回答項目を｢①都道府県で受けている ②市区町村で受

けている ③受けていない｣とし､指定を受けている場合

の記載欄を増やす｡ 

項目2．及び3．は修正なし 

項目4.貴会において積極的に地域で景観･まちづくり活動

を実施し､実績を上げている会員の紹介 

･建築士以外の資格の有無については､記載してもらう

のではなく､以下の資格から選んでもらうこととす

る｡ 

建築士､技術士､再開発ﾌﾟﾗﾝﾅｰ､中小企業診断士､ 

その他(   ) 

･得意分野の項目を以下の13項目に増やす｡ 

ｺﾐｭﾆﾃｨの再生､商業活性･商店街活性､都市防災､木造密
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集市街地の改善､景観形成､景観教育､歴史的まちなみ

保存･保全､環境調和型まちづくり､地域福祉､ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ

ﾃﾞｻﾞｲﾝ､地域交通ｼｽﾃﾑ､再開発､その他(   ) 

次回委員会   平成22年9月17日(金)14:00～16:00 

 

■第6回全国大会実行特別委員会(東京開催)議事概要 

日 時  平成22年8月24日(火)14:00～15:50 

会 場  日事連会議室 

出席者  委員長 三栖邦博  副委員長 大内達史 

委 員  外木場久雄､西倉努､小林忠志､宮原克平､中澤茂､ 

 高木憲一､宮下登久子 

 (欠席)吉川昭 

事務局  髙津専務理事､北野常務理事､恩田､戸谷､前田､松谷 

1.議事 

1)大会実施要項の一部修正について 

委員長より大会実施要項の一部修正について資料1によって

説明がなされた｡ 

大会実施要項については､6月の通常理事会で大会ﾃｰﾏを｢建

築士事務所法の制定を目指して｣と決定されていたが､国や

他の建築関係団体の方々が参加しやすい大会ﾃｰﾏに変更した

いとの意見もあることから､再検討した結果､大会ﾃｰﾏを趣旨

を変更せずに幅広くとらえられる｢建築設計･工事監理業の

確立に向けて｣と変更し､ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑのｻﾌﾞﾃｰﾏとして｢建築士事

務所法はなぜ必要か｣と変更し了承された｡また､大会実施要

項の一部修正については8月27日開催の常任理事会の専決事

項とする｡ 

2)ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの進め方と出演者について 

事務局よりｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの進め方と出演者について資料2によっ

て説明がなされた｡ 

調整中だったﾊﾟﾈﾘｽﾄについては以下のとおり決定し､ｼﾝﾎﾟｼﾞ

ｳﾑを実施することとした｡ 

ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑのﾃｰﾏ:｢建築設計･工事監理業の確立に向けて｣ 

           ～建築士事務所法はなぜ必要か～  

第一部｢主旨説明｣  

建築設計制度等対応特別委員会基本法部会部会長 

 岡本賢氏 

第二部｢意見交換｣ 

 (ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ)日刊建設通信新聞社  本郷正人氏  

 (ﾊﾟﾈﾘｽﾄ) 

建築設計制度等対応特別委員会基本法部会部会長 

  岡本賢氏  

谷合周三法律事務所･弁護士  谷合周三氏 

(株)河野進設計事務所  河野進氏 

3)大会式典等の運営及び役員等の役割について 

事務局より第35回建築士事務所全国大会(東京開催)の当日

の運営について資料3によってﾘﾊｰｻﾙ､記者会見､ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ､大

会式典､記念ﾊﾟｰﾃｨ等の正副会長等の担当役割､時間帯及び来

賓等の説明及び確認がなされた｡大会式典は民主党常任幹事

会議長の祝辞及び自由民主党建築設計議員連盟会長の祝辞

を予定しているが､欠席の場合はﾒｯｾｰｼﾞの代読など出席状況

によって対応していくこととした｡ 

4)大会招待者案及び大会参加申込状況について 

事務局より大会招待者案及び大会参加申込状況について資

料4によって説明がなされた｡国会議員の招待については､今

大会は民主党常任幹事会議長及び自由民主党建築設計議員

連盟会長を大会式典のみ招待することとした｡他､他団体の

招待者については追加等を行い､事務局より招待者へ大会案

内を送付することとした｡また､単位会の参加数が8月24日現

在で770名となっている｡関東甲信越ﾌﾞﾛｯｸ以外のﾌﾞﾛｯｸは参

加人数が依頼人数にほぼ達している｡関東甲信越ﾌﾞﾛｯｸにつ

いては大会実行特別委員の所属単位会を中心に委員を通じ

て増員を図ることとした｡ 

5)大会ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの作成について 

事務局より､大会ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの準備状況について資料5によって

説明がなされた｡現在､入稿の準備を進めており､事務局で校

正を行う｡表紙部分のﾗｲﾝ使いについては､色見本を参考とし

検討をした結果､｢ｸﾞﾘｰﾝ(DIC18版92)｣に決定した｡ 

次回委員会の開催は､平成22年9月9日(木)10:00～12:00 
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〔配付資料〕 

資料1 大会実施要項の一部修正について 

資料2 ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの進め方と出演者について 

資料3 大会式典等の運営及び役員等の役割について 

資料4 大会招待者案及び大会参加申込状況について 

資料5 大会ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの作成について 

 

■第1回 業務･技術委員会 議事概要 

[日 時] 平成22年8月31日(火)14:00～16:30 

[会 場]   日事連会議室 

[出席者] 委員長:田端 隆  副委員長:荻原幸雄 

 委員:新井典夫､冨田正行､姉川博則､伊藤光洋､ 

 宮脇弘明 

 担当副会長:八島英孝 

 (欠席:遠藤昭五) 

 日事連事務局:髙津､北野､恩田､吉田､鈴木､千浜 

{配付資料} 

業務･技術委員会委員名簿 

資料1:日事連機構､平成22年度業務･技術に関する事業計画 

資料2:業務･技術委員会ﾚﾎﾟｰﾄ｢建築士事務所の技術者人件費等｣ 

資料3:｢震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針の

講習会｣の継続実施について(案) 

資料4:合法木材普及拡大部会関係資料 

資料5:業務報酬基準ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ関係資料 

資料6:地球温暖化対策ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ策定委員会関係資料 

資料7:構造技術専門委員会議事録 

資料8:建賠保険等調査専門委員会関係資料 

議事 

1.協議事項 

(1)業務･技術委員会ﾚﾎﾟｰﾄ｢建築士事務所の技術者人件費等｣につ

いて 

毎年業務･技術委員会ﾚﾎﾟｰﾄとして､本会会誌｢Argus-eye｣11月

号及び本会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載している業務報酬に関する資料に

ついて､技術者日額及び直接人件費の考え方についての説明

文と厚生労働省の統計資料である賃金構造基本統計調査結果

(平成21年6月に実施した調査結果)の一級建築士の賃金ﾃﾞｰﾀ､

また建設業の所定内給与対前年同月比の数値等を更新した内

容を資料2に基づき事務局より説明し､継続掲載について提案

した｡ 

○協議の結果､提案の内容のとおり掲載することを決定した｡ 

(2)震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針の講習

について 

資料3により震災復旧のための震災建築物の被災度区分判定

基準及び復旧技術指針の講習会の継続実施について事務局よ

り説明がなされた｡ 

講習の内容としては､木造編と全構造編の二つのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを作

り､単位会の実状に応じて選択できるようにした｡また､ﾃｷｽﾄ

については､(財)日本建築防災協会において木造編を改訂､S

造及びRC造では従来の内容に加えて､被災度区分判定結果と

判定事例の解説書の資料も作り講習内容に盛り込むこととし

た｡ 

○協議の結果､講習内容について了承し実施することを決定

した｡ 

(3)合法木材普及拡大部会の当委員会からの委員推薦について 

合法性等の証明された木材･木材製品の普及拡大を行うため､

(社)全国木材組合連合会(部会事務局)において｢合法木材普

及拡大部会｣を設置し活動を行ってきており､本会から業務･

技術委員会の委員を派遣している(資料4)｡この程､業務･技術

委員会の委員が交代されたため､新たに当委員会から委員を

推薦したい旨､事務局より依頼がなされた｡ 

○協議の結果､千葉会の荻原副委員長を推薦し同部会に出席

することを決定した｡ 

(4)その他 

最低制限価格が設定されている県と設定されていない県が見

受けられるが､実態を把握し､確認するために全国の単位会を

通じてｱﾝｹｰﾄをとってほしいとの提案がなされた｡ｱﾝｹｰﾄを実

施するならば､制限価格の有無だけでなく､関係方面への折衝

に役立つﾃﾞｰﾀでなければならない｡また､都道府県及び市町村
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の予算を作る時期も視野に入れて取りまとめる必要がある｡ 

このことについて協議した結果､単位会に依頼するｱﾝｹｰﾄの組

み立て等について以下のとおり進めることとした｡ 

①ｱﾝｹｰﾄの対象は､市町村まで枠を広げると世の中の実態がわ 

  からないままのﾃﾞｰﾀが出てくるため、市町村への折衝に役 

  立つﾃﾞｰﾀにするためにも｢都道府県｣、｢県庁所在市｣及び｢政

  令指定都市｣を対象としたらどうか｡ 

②単位会において､都道府県等に尋ねる調査票の設問として､

｢基本項目｣及び聞いておきたい｢追加項目｣を各委員よりE

ﾒｰﾙで早い時期に提出してもらう｡ 

③提出された各委員の項目等について､田端委員長と荻原副

委員長の間で内容を調整､叩き台を作成し､次回委員会で検

討することとする｡ 

2.報告事項 

(1)当委員会に係る分担事項及び平成22年度事業計画の確認につ

いて 

事務局より資料1を提出し､当委員会の中に構造技術専門委員

会､業務報酬基準ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ及び建賠保険等調査専門委員

会が設置されていること､また業務･技術に関する事業計画と

して7項目の事業が挙げられていることについて確認した｡ 

(2)業務報酬基準ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの報告について 

国の業務報酬基準に関連して運用指針の作成や業務報酬基準

の定期的見直しに向けた(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰ等の検討

作業に対して､日事連の意見を機動的にとりまとめるため､業

務報酬基準ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟを設置し検討を開始した｡ 

主査には当委員会の荻原副委員長が就任したこと､また業務

報酬基準の適正活用検討研究会の検討内容について資料5に

基づき事務局より報告がなされた｡ 

(3)建築分野の地球温暖化対策ｱｸｼｮﾝ策定委員会の報告について 

資料6により8/11に行われた策定委員会について､当委員会か

ら八島担当副会長が出席されており､(社)日本建築学会提言

｢ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ｣に示された行動計画を具体化するための課題

等について同副会長より報告がなされた｡ 

(4)構造技術専門委員会の報告について 

資料7の構造技術専門委員会議事概要に基づき､建築基準法改

正後の構造技術の諸状況や検討状況について事務局より報告

がなされた｡ 

(5)建倍保険等調査専門委員会の検討状況について 

資料8により建賠保険等調査専門委員会の活動状況について､

同専門委員長の八島担当副会長及び事務局より報告がなされ

た｡ 

建賠保険の支払い対象が滅失･破損が条件とされているため､

加入のﾒﾘｯﾄがないように思われていることもあり､今後同専

門委員会で保険の支払い対象を拡大すること等を課題に上げ

て検討していく予定である｡ 

◎次回委員会 平成22年10月27日(水)14:00～16:30 日事連会議室 

 

■第1回 教育･情報委員会 議事概要 

日  時 平成22年9月3日(金) 14:00～16:10 

会  場  日事連会議室 

出 席 者 

委 員 長 上野 浩也 

副委員長 宮原 克平 

委   員   相場 博､遠山 紀芳､國分 恵之､尾添 信行､岩田 守 

事 務 局  髙津 充良､北野 芳男､恩田 利昭､吉田 茂､ 

 市川 貴之､野出 友樹､夏目 浩行 

欠 席 者 西森 敬祐､神崎 貢(担当副会長) 

<配付資料> 

委員名簿 

前回議事録 

資料1 :平成22年度教育･情報委員会事業計画 

資料2 :法定講習(管理建築士講習､建築士定期講習)の実施状況等

について 

資料3 :建築CPD情報提供制度の動き等について 

資料4 :会員建築士事務所の基礎的ﾃﾞｰﾀ調査集計結果一覧表 

資料5 :産学連携建築教育会議資料(抜粋) 

資料6 :管理講習会教材開発検討ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ(WG)について 

議事 
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(1)平成22年度事業計画等について 

資料1に基づき平成22年度教育･情報委員会事業計画等につい

て報告があった｡事業計画等に関する質問･意見等については､

議題2以降の個別項目ごとの説明時に取り扱うこととした｡ 

(2)法定講習の実施状況等について 

資料2に基づき法定講習(管理建築士講習､建築士定期講習)の

実施状況等について報告があった｡単位会における実施状況

や問題点等について､委員より以下の発言があった｡ 

･民間の実施機関の方が受講料が安いので､そちらへ受講者が

流れている｡ 

･民間のようにﾋﾞﾃﾞｵ講習にしないとｺｽﾄを下げられないので

はないか｡ 

･申込期間が短いので､随時受付にしてほしい｡ 

→｢今までも単位会より同様の要望があり､普及ｾﾝﾀｰに要望し､

一定の改善が図られている｡ただし､管理建築士講習は受講資

格の審査が必要であり､それに一定期間を要するため､随時受

付にするのは難しいと思われる｡｣との説明が事務局よりなさ

れた｡ 

｢受講料を下げる方法はあるのか｣という問題について､各委

員がそれぞれのﾌﾞﾛｯｸ協議会で話し合ってもらい､次回委員会

で報告することとなった｡ 

(3)建築CPD情報提供制度について 

資料3に基づき建築CPD情報提供制度の動き等について報告が

あり､委員より以下の意見等が出された｡ 

･制度の普及促進に向けて､もっと教育普及ｾﾝﾀｰに努力してほ

   しい｡ 

･単位会は具体的に何をすれば良いのか､また､どう動けば良

いのかわからない｡ 

→｢自治体への本制度の採用要望や､ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ申請と併せた会

員への活用促進の周知をして頂きたい｣との説明が事務局よ

りなされた｡ 

(4)会員建築士事務所の基礎的ﾃﾞｰﾀ調査について 

資料4に基づき会員建築士事務所の基礎的ﾃﾞｰﾀ調査の結果に

ついて報告があった｡ｳｪﾌﾞ回答に関して､ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ上の都合に

より､回答の途中で保存ができない等の利便性に欠ける点が

指摘され､今後の改善点とした｡また､今後､同調査結果を基に

報告書を取りまとめることとした｡ 

(5)ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟについて 

資料5に基づきｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの現状等について報告があった｡次

回の産学連携建築教育連絡会議から､佐野前委員長に代わり

上野委員長が出席することが承認された｡ 

(6)管理講習会教材開発検討WGについて 

資料6に基づき今月22日にｽﾀｰﾄする管理講習会教材開発検討

WGの概要について報告があった｡同WGの内容や進捗状況等に

ついては､同WGの委員に就任する上野委員長及び宮原副委員

長に､適宜､本委員会に報告を行って頂き､必要な調整を図る

こととした｡ 

(7)その他 

  次回委員会 11月15日(月)14:00～16:00 

 

■第1回指導運営委員会 議事概要 

日   時  平成22年9月7日(火) 14:00～16:00 

会   場  日事連会議室 

出 席 者  委員長:中野満  副委員長:上原伸一 

委  員: 小町屋一則､飯窪功児､西川英治､前川浩二､ 

 西田功､新垣昇盛 

担当副会長: 山下卓治 

事務局: 髙津､北野､恩田､吉田､鈴木､野出 

< 提出資料 > 

資料1  平成22年度 指導運営に関する事業等について 

資料2  苦情の解決業務の参考事例集作成 年間ｽｹｼﾞｭｰﾙ(予定) 

   参考資料 苦情の解決業務育成支援制度の創設(平成20年9月) 

    参考資料 非弁護士の法律事務の取扱い等の禁止(弁護士法条 

        文) 

   配布資料 苦情の解決業務の参考事例集(平成21年度下半期) 

         配布資料 苦情の解決業務の規程ﾓﾃﾞﾙ等関係資料  

配布資料 指導運営委員会 委員名簿 
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議事1.平成22年度 指導運営に関する事業等について 

平成22年度の指導運営に関する事業計画及び平成21年度の事業

について､資料1に基づき事務局から報告がなされ､各委員におい

て確認した｡ 

議事2.苦情の解決業務の参考事例集(平成21年度下半期)の発行

について 

配布資料の苦情の解決業務の参考事例集(平成21年度下半期)お

よび資料2の苦情の解決業務の参考事例集作成に関わる年間ｽｹ

ｼﾞｭｰﾙ(予定)について事務局から説明がなされた｡また､事例集に

掲載されている該当単位会の委員より苦情の内容等の説明が

あった｡ 

業務台帳の書式をもっと簡略化して書けるようにできないかと

いう意見があり､それに対して､苦情解決業務ﾌﾛｰの順序に従うと

この書き方になるとの説明が事務局よりなされた｡ 

また､東海北陸ﾌﾞﾛｯｸ協議会で､斡旋業務において相談者からお金

を取れないのかという意見が出たが､弁護士法に抵触するのでで

きない旨を確認した｡ 

議事3.苦情の解決業務育成支援制度の報告等について 

参考資料の苦情の解決業務育成支援制度の創設(平成20年9月)に

基づき事務局から説明がなされた｡ 

現在､上半期･下半期に分けて参考事例集を作成しているが､来年

3月まで単位会から個別ﾚﾎﾟｰﾄが提供されて事例集を作成すれば､

4回発行することになる｡なお､個別ﾚﾎﾟｰﾄ提出による助成は平成

23年3月までとし､その後どのようにするかは未定となっている｡

この支援制度の方法以外でも色々な方策があるかもしれないの

で､今後どのような形で行っていくかについて当委員会で方針等

を決めることとなった｡ 

◎苦情の解決業務育成支援制度の平成23年4月以降の方策等につ

いて､各委員より10月29日(金)までに事務局宛てEﾒｰﾙ等で提案書

を送付することとした｡ 

議事4.その他 

以下の意見があった｡ 

○なぜ電話相談のみの案件は苦情相談申込書受付件数に入らな

いのか｡電話相談だけであっても､苦情の解決業務として計上し

ても良いのではないか｡ 

→規程ﾓﾃﾞﾙ等を作成した苦情の解決業務対応ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑでは､｢法

律上の苦情の解決業務の範囲のみを受け付けることにして､実際

に申込書の提出があって苦情の解決に該当するものを対象とす

る｣としたことを事務局より説明した｡  

→ただし､苦情解決業務ﾌﾛｰに｢電話相談のみで解決した場合は､

電話対応者又は相談員が相談記録を作成して申込書に代える｡｣

とあること､また法定団体として電話相談で対応していることも

記録として残すことは大切なことという意見もあるので､今後の

検討課題とした｡ 

次回委員会 11月25日(木)14:00～16:00 

 

第7回全国大会実行特別委員会(東京開催)議事概要 

日 時 平成22年9月9日(木)10:00～12:15 

会 場 日事連会議室 

出席者 委員長 三栖邦博  副委員長 大内達史 

委 員 外木場久雄､西倉努､小林忠志､宮原克平､中澤茂､高木憲

一､宮下登久子 

(欠席)吉川昭 

事務局 髙津専務理事､北野常務理事､恩田､戸谷､鈴木､前田､千

浜､松谷 

1.議事 

1)大会招待者及び大会参加者状況等について 

事務局より､大会参加申込状況等について資料1によって説明が

なされた｡ 

単位会の参加数が9月9日現在で822名となり､併せて来賓の出欠

状況について確認をした｡また､記念ﾊﾟｰﾃｨの来賓紹介では､関係

団体の会長及び理事長が出席している場合は団体名､役職､名前

を紹介することとした｡ 

 

 2)大会式典等の運営及び役員等の役割について 

事務局より､大会式典等の運営及び役員等の役割について資料2

によって説明がなされた｡大会式典では来賓祝辞の後､祝電披露

(割愛する場合もあり)を行う｡記念ﾊﾟｰﾃｨでは来賓祝辞及び乾杯
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の発声をお願いする関係団体の会長が欠席の場合は副会長に代

理出席をお願いすることで調整をしていく｡国会議員(大会式典

のみ出席)､国土交通省の幹部の出席については直近まで調整が

あるため事務局で都度確認を行う｡また､ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑから記念ﾊﾟｰﾃｨ

の司会については､ﾌﾟﾛの司会者(石田優子氏)に依頼をすること

とした｡ 

その他､大会当日の日事連役員等の役割について確認を行い､記

念ﾊﾟｰﾃｨでは常任理事についても前回の東京開催と同様に会長､

副会長とともに来賓の接待に務めてもらうこととした｡また､大

会実行委員についてはｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑでのﾊﾟﾈﾘｽﾄへの対応､来賓誘導及

び案内業務等の役割分担を決定し､運営にあたることとした｡ 

3)会場図､壇上席次案､客席配席案について 

事務局より､会場図､壇上席次案､客席配席案について資料3に

よって説明がなされた｡壇上席の来賓側には直近まで出席者の調

整があるが､現地点では国土交通大臣(代理として国土交通省幹

部)､国会議員2名に壇上席に着席していただくこととした｡ 

4)大会式典及び記念ﾊﾟｰﾃｨの進行について 

事務局より､大会式典及び記念ﾊﾟｰﾃｨの進行について資料4によっ

て説明がなされた｡台本については､読み合わせは行わずに修正

等は事務局で対応をすることとした｡ 

5)ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑﾘｰﾌﾚｯﾄ及び大会ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの準備状況について   

事務局より､ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑﾘｰﾌﾚｯﾄ案及び大会ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの準備状況につ

いて資料5-1及び5-2によって説明がなされた｡ 

ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑﾘｰﾌﾚｯﾄにはﾊﾟﾈﾘｽﾄに対しての質問書を添付することと

し､ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの休憩時に大会参加者に提出してもらう｡また､｢建

築士事務所法｣のｲﾒｰｼﾞ(案)について一部修正等を行うこととし

た｡大会ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑについては､前回の委員会で決定をした表紙部分

のﾗｲﾝ使いの色をｶﾗｰ版下で確認し､校正については引き続き事務

局が対応していくこととした｡ 

次回委員会の開催は､平成22年12月13日(月)15:00～17:00 

〔配付資料〕 

資料1 大会招待者及び大会参加者状況等について 

資料2 大会式典等の運営及び役員等の役割について 

資料3 会場図､壇上席次案､客席配席案について    

資料4 大会式典及び記念ﾊﾟｰﾃｨの進行について 

資料5 ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑﾘｰﾌﾚｯﾄ及び大会ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの準備状況について   

 

第1回総務･財務委員会議事概要 

日 時  平成22年9月9日(木)13:30～16:30 

会 場  日事連会議室 

出席者 委員長 大内達史 副委員長 西村 武 

      委   員 鈴木勇人､佐々木宏幸､曽田賢治､髙橋祥治､ 

小西郁吉､井上精二 

担当副会長 山田美光 

事務局 髙津専務理事､北野常務理事､恩田､前田､松谷､赤士 

1.委員等紹介 

大内委員長の挨拶後､委員及び事務局の自己紹介が行われた｡ 

2.議事 

(1)総務･財務委員会の分担事項及び平成22年度事業計画につい     

  て 

事務局より､資料1により､日事連の機構､総務･財務委員会に係る

分担事項･平成22年度事業計画及び総務･財務に関する平成21年

度事業報告の説明がなされた｡ 

(2)平成22年度年次功労者の表彰者決定について 

事務局より､平成22年度年次功労者表彰者の決定について資料2

によって報告がなされた｡ 

表彰規程により､日事連推薦者5名､単位会推薦者38名を先の8月

常任理事会で決定し､表彰は10月1日の全国大会(東京開催)式典

において行う｡ 

(3)平成22年度日事連建築賞の表彰者決定について 

事務局より､日事連建築賞受賞者について､資料3のとおり8月常

任理事会で決定したことを報告した｡ 

一般建築部門79点､小規模建築部門87点の合計166点の建築作品

が単位会へ応募され､単位会での第1次審査を経て､31単位会から

一般建築部門27点､小規模建築部門27点の合計54点の応募がなさ

れた｡ 

選考委員会では現地審査を経て､8月6日の最終選考委員会で最終

的に選考がなされた｡国土交通大臣賞及び日事連会長賞はそれぞ
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れ1作品を､また､優秀賞に一般建築部門から3作品､小規模建築部

門から3作品を､奨励賞に一般建築部門から5作品､小規模建築部

門から4作品を選定した｡表彰は10月1日の全国大会(東京開催)式

典において行う｡ 

(4)平成22年度｢第35回建築士事務所全国大会｣(東京開催)実施要 

  項の一部変更について 

大内委員長より､全国大会実行特別委員会及び常任理事会で検討

した大会実施要項について資料4によって､次の趣旨の説明､報告

がなされた｡ 

大会ﾃｰﾏは､6月の通常理事会で｢建築士事務所法の制定を目指し

て｣と決定されていたが､その後､全国大会実行特別委員会で更に

検討した結果､関係団体の参加を得ていくためには幅広い表現が

よいとの判断から｢建築設計･工事監理業の確立に向けて｣に変更

し､ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑではｻﾌﾞﾃｰﾏとして｢建築士事務所法はなぜ必要か｣と

したい｡また､調整中であったｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑのﾊﾟﾈﾘｽﾄ3名(岡本賢､谷合

周三､河野進)とｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ1名(本郷正人)について決定した｡ 

(5)政府系公益法人の抜本改革に向けた取組への対応状況につい 

  て 

専務理事より資料5によって次の趣旨の説明､報告がなされた｡ 

内閣府(行政刷新会議)より各府省に対して､政府系公益法人の抜

本改革に向けた取組について緊急の作業依頼がなされ､国土交通

省住宅局建築指導課は､所管の各団体へﾋｱﾘﾝｸﾞ調査及び資料の提

出等を求めている｡日事連もその対象となり対応しているところ

である｡現時点では内部留保に関連して､特定資産のうち3つの積

立預金の具体的な使途等についての詳細な説明等を求められて

いるところであり､提出期間が短いため､その都度会長等と相談

しながら説明資料を作成して対応している｡今後､国土交通省内

での検討結果を踏まえ､9月末を目途に内閣府に報告がなされる

予定である｡今後の対応は予断を許さない状況であるが､その都

度会長等と相談しながら対応していきたい｡ 

委員からは次のような意見等が出された｡ 

･財政安定積立預金が内部留保とみなされかねないのであれば､

建築士事務所協会のPR等に使ってはどうか｡ 

･財政安定積立預金の残高が平成10年頃から急に増えているのは

何故か｡ 

-旧住宅金融公庫特定業務登録者及び大臣･知事指定講習受講者

等が増加したことにより､収支差額が増え､財政安定積立を行う

ことができたため｡ 

(6)新法人移行検討ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ､会員増強検討ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの  

  構成ﾒﾝﾊﾞｰと活動状況について 

新法人移行検討ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの主査である大内委員長と会員増

強検討ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの主査である西村副委員長より､資料6に

よって､ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの構成ﾒﾝﾊﾞｰとｽｹｼﾞｭｰﾙについて説明がなさ

れた｡ 

会員増強について､委員からは次のような意見等が出された｡ 

･事務所協会に入会するﾒﾘｯﾄを前面に出してPRする必要がある｡ 

･事務所協会を一般市民にPRしてほしい｡一般市民に周知するこ

とによって､事務所の加入促進に繋がるのではないか｡ 

･富山会では事務所協会会員の銘板を作り､会員が事務所の外に

掲示できるようにした｡このような活動も一般へのPRに繋がるの

ではないか｡ 

大内委員長から､東京会では個別に非会員の事務所を訪問し､会

員を増やしている｡このような地道な活動をしないと､簡単には

会員増強などできない｡皆さんから､是非ｱｲﾃﾞｱを出してほしい旨

発言がなされた｡ 

(7)適合証明業務登録機関特別会計の再度の財政安定積立預金の  

  安定化を図る検討について 

事務局より､資料7によって次の趣旨の説明がなされた｡ 

適合証明業務登録機関特別会計の財政安定化を図るため､平成22

年度からの適合証明業務登録機関特別会計の経費負担率等の見

直しが行われたが､平成22年度の新規､更新登録の募集を行った

ところ､想定を下回る約6,100名(平成22年7月末の速報数)となり､

更新前登録者数に比して約17%減となった｡ 

以上の状況から再度､適合証明業務登録機関特別会計の財政安定

化を図る改善策を考えなければならない状況である｡このため､

住宅金融支援機構から､平成24年度以降の登録制度が財政上の理

由で維持できない場合は､制度変更の準備期間が必要であるため､

平成23年2月上旬迄には平成24年度以降の方針を決定してほしい
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旨の申し出が8月になされた｡このため､8月常任理事会で協議し

たところ､再度の財政安定化を図る改善策を総務･財務委員会で

検討することとなった｡検討の方向としては､適合証明技術者講

習会ﾃｷｽﾄの収支を､これまで一般会計の講演講習として処理して

きたが､本年度の予算更正時に適合証明業務登録機関特別会計の

講演講習に移管する｡また､平成23､24年度に向けて､以下のよう

な登録制度の今後の方針についての検討等を考えている｡ 

･日事連の登録機関特別会計の事務所費､人件費の経費負担率の

再検討 

･適合証明技術者登録料の値上げの検討 

･適合証明技術者講習会ﾃｷｽﾄの単位会卸値の検討 

以上の説明に対し､委員からはそもそも本制度を継続していく必

要があるのかどうか､抜本的に廃止または返上も含め､何らかの

対応策を検討する必要があるのではないかとの意見が出された｡ 

協議の結果､単位会､ﾌﾞﾛｯｸ協議会等で検討し､次の総務･財務委員

会で常任理事会に提案する結論を出すこととした｡ 

次回委員会開催予定   平成22年10月28日(木)13:30～15:30 

(配付資料) 

委員名簿 

資料1:日事連機構､総務･財務に関する22年度事業計画･21年度事

業報告 

資料2:平成22年度年次功労者表彰者について 

資料3:平成22年度日事連建築賞審査報告､受賞作品一覧表 

資料4:平成22年度第35回建築士事務所全国大会(東京開催)実施

要項､運営ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

資料5:政府系公益法人の抜本改革に向けた取組について 

資料6:新法人移行検討ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ･会員増強検討ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ

第1回次第及びｽｹｼﾞｭｰﾙ 

資料7:適合証明業務登録機関特別会計の再度の財政安定積立預

金の安定化を図る収支改善の検討資料 

 

 

 

 

■主な行事予定 

※行事日程は中止･変更等になることがございますのでご了承く

ださい｡ 

平成22年 

10月21日  会誌編集専門委員会 

 27日  業務・技術委員会 

 28日  総務・財務委員会  

11月4日 新法制度検討WG 建賠保険等調査専門委員会 

 5日 構造技術専門委員会 

 9日 広報・渉外委員会 

10日 新法人移行検討WG 

12日 監査会 

  15日   教育・情報委員会 

 



■9月末単位会構成員在籍・賠償責任保険制度加入状況

期 間　　平成22年9月1日～9月30日

北海道 629 + 1 5,307 11.9 216 34.3
青　森 168 + 1 1,166 14.4 32 19.0
岩　手 253 1,238 20.4 59 23.3
宮　城 290 - 2 2,516 11.5 55 + 2 19.0
秋　田 173 1,372 12.6 43 24.9
山　形 191 1,535 12.4 47 24.6
福　島 199 - 1 1,972 10.1 49 24.6
茨　城 501 2,687 18.6 136 + 1 27.1
栃　木 173 1,706 10.1 91 52.6
群　馬 175 2,203 7.9 92 52.6
埼　玉 578 - 1 5,990 9.6 106 + 2 18.3
千　葉 435 + 4 4,248 10.2 99 + 1 22.8
東　京 1,380 17,783 7.8 358 + 1 25.9
神奈川 784 7,093 11.1 153 + 1 19.5
新　潟 280 2,827 9.9 103 36.8
長　野 513 - 1 2,690 19.1 115 22.4
山　梨 114 + 1 1,008 11.3 13 11.4
富　山 291 1,498 19.4 55 18.9
石　川 259 - 1 1,345 19.3 51 19.7
福　井 269 1,158 23.2 59 21.9
静　岡 572 3,834 14.9 133 23.3
愛　知 608 - 1 5,849 10.4 131 + 1 21.5
三　重 183 - 1 1,596 11.5 64 35.0
滋　賀 200 1,413 14.2 37 18.5
京　都 270 2,546 10.6 79 29.3
大　阪 1,005 7,489 13.4 173 17.2
兵　庫 503 4,388 11.5 123 24.5
奈　良 120 1,135 10.6 21 17.5
和歌山 118 892 13.2 26 22.0
鳥　取 75 + 1 609 12.3 43 57.3
島　根 151 845 17.9 64 42.4
岡　山 450 1,807 24.9 58 + 1 12.9
広　島 384 2,852 13.5 120 31.3
山　口 116 1,500 7.7 37 31.9
徳　島 101 1,110 9.1 13 12.9
香　川 101 1,424 7.1 17 16.8
愛　媛 126 1,456 8.7 24 19.0
高　知 147 842 17.5 16 10.9
福　岡 505 - 4 4,808 10.5 133 26.3
佐　賀 171 731 23.4 28 16.4
長　崎 237 1,057 22.4 42 17.7
熊　本 227 1,733 13.1 79 34.8
大　分 200 - 1 1,213 16.5 35 17.5
宮　崎 134 - 1 1,395 9.6 66 49.3
鹿児島 320 1,521 21.0 76 23.8
沖　縄 182 - 4 1,417 12.8 45 24.7

計 14,861 - 10 122,804 12.1 3,615 + 10 24.3
※建築士事務所登録数は平成21年9月末日現在の数字である。

加入率(C／A)

賠償責任保険
単位会 構成員数(Ａ)

登録数(Ｂ) 増　減加入率(A／B)

 建築士事務所登録

加入数(Ｃ)
増　減


